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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
　
回次
　

第94期
第３四半期
連結累計期間

第95期
第３四半期
連結累計期間

第94期

　
会計期間
　

自平成23年４月１日　

至平成23年12月31日

自平成24年４月１日　

至平成24年12月31日

自平成23年４月１日　

至平成24年３月31日

営業収益 千円 14,650,06614,704,34019,566,600

経常利益 〃 2,291,784 2,549,719 2,847,994

四半期（当期）純利益 〃 1,173,387 1,578,350 1,541,743

四半期包括利益又は包括利益 〃 1,426,190 1,808,454 2,026,649

純資産額 〃 25,806,24427,938,54326,406,130

総資産額 〃 63,315,42366,336,02765,797,721

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
円 21.36 28.73 28.06

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
〃 － － －

自己資本比率 ％ 40.8 42.1 40.1

　

　
回次
　

第94期
第３四半期
連結会計期間

第95期
第３四半期
連結会計期間

　
会計期間
　

自平成23年10月１日　

至平成23年12月31日

自平成24年10月１日　

至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 円 3.61 9.47

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

  当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等を背景に、緩やかな回復基調がみ

られたものの、海外景気減速の影響や雇用情勢の厳しい状況など、依然として先行き不透明なまま推移いたしまし

た。

  このような状況のもとで、当社グループでは安全管理体制のさらなる充実を根幹とし、引き続き全事業において

積極的な営業活動を展開するとともに経営基盤の強化並びに効率化に努めました。　

　その結果、営業収益は14,704百万円 (前年同期比0.4％増　54百万円)、営業利益は2,638百万円 (前年同期比8.1％

増　197百万円)、経常利益は2,549百万円 (前年同期比11.3％増　257百万円)、四半期純利益は1,578百万円(前年同期

比34.5％増　404百万円)となりました。

　これをセグメントごとに示すと次のとおりであります。　　　
　

①（運輸業）

  鉄道事業では、元山駅のエレベーター設置工事及び耐震補強工事を実施しましたほか、車両１編成（６両）を

省エネルギー・快適性の向上を図ったＮ800形に代替いたしました。

  旅客サービスにかかる一層の向上策として、車内混雑の緩和及び利便性の向上を図るため、ダイヤ改正を実施

しましたほか、車両に自動放送装置の設置をすすめました。

  安全輸送確保の取り組みとして、踏切事故防止を図るため、諸施設の新設・更新工事を行いましたのをはじ

め、降雪時のポイント凍結を防止するため、電気融雪器の設置をすすめましたほか、車両に運転士異常時列車停

止装置の設置及び戸閉保安装置の更新工事を引き続き実施いたしました。

  また、高根木戸駅に遠隔監視システムの導入をすすめ、駅業務の効率化を図りました。

  鎌ケ谷市内の連続立体交差化工事につきましては、引き続き早期完成を目指し工事をすすめております。

  営業面につきましては、沿線健康ハイキングを実施しましたのをはじめ、行楽施設の前売券や企画乗車券等の

発売を行いました。また、北習志野駅及び新津田沼駅に、大型液晶ディスプレイにより広告や各種情報を表示す

る電子広告媒体「デジタルサイネージ」を設置しましたほか、開業65周年を記念して各種イベントを開催する

など、旅客誘致並びに増収対策に努めました。

  バス事業の一般乗合輸送につきましては、環境や高齢者などに配慮した車両への代替を20両実施しましたの

をはじめ、船橋新京成バス株式会社及び松戸新京成バス株式会社が乗り換え接続の改善を図るため、ダイヤ改正

を行いましたほか、松戸新京成バス株式会社において、沿線施設の開業にあわせ、運行経路を新設し、利便性の向

上を図りました。

  営業面につきましては、旅客誘致並びに増収に向けた継続施策として特殊割引定期券を各種発売いたしまし

た。

  以上の結果、営業収益は11,875百万円(前年同期比2.1％増 240百万円)となり、営業利益は1,408百万円(前年

同期比16.9％増 203百万円)となりました。
　
（業種別営業成績表）

業種別
当第３四半期連結累計期間
（24．４．１～24．12．31）

営業収益（百万円） 前年同期比（％）

鉄道事業 8,432 3.0

バス事業 3,986 △0.4

消去 △544 －

営業収益計 11,875 2.1
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（提出会社の鉄道事業営業成績表）

種別 単位
当第３四半期連結累計期間
（24．４．１～24．12．31）

前年同期比（％）

営業日数 日 275 －

営業キロ キロ 26.5 －

客車走行キロ 千キロ 12,242 △1.7

輸送人員      　

定期 千人 48,780 1.5

定期外 〃 27,964 3.0

計 〃 76,745 2.0

旅客運輸収入      　

定期 百万円 3,893 1.3

定期外 〃 4,251 3.1

計 〃 8,144 2.2

運輸雑収 〃 288 28.6

運輸収入合計 〃 8,432 3.0

乗車効率 ％ 34.7 －

　（注）　乗車効率の算出方法

乗車効率＝
延人キロ（駅間通過人員×駅間キロ程）

× 100
（客車走行キロ×平均定員）

②（不動産業）

  不動産賃貸業では、空室へのテナント誘致を積極的に行い物件稼働率の向上に努めましたほか、賃貸施設の保

全工事を実施いたしました。

  平成23年９月より建設工事をすすめておりました北習志野駅の新規賃貸施設「エキタきたなら」が、８月１

日に開業いたしました。

　以上の結果、営業収益は2,388百万円(前年同期比0.5％増 11百万円)となりましたものの、営業利益は1,181百

万円(前年同期比1.2％減 14百万円)となりました。　

　　

（業種別営業成績表）

業種別
当第３四半期連結累計期間
（24．４．１～24．12．31）

営業収益（百万円） 前年同期比（％）

不動産分譲業 3 △8.5

不動産賃貸業 2,385 0.5

消去 － －

営業収益計 2,388 0.5
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③（その他）

  駅売店業等では、電子決済システムを導入し、利便性の向上を図りましたが、売上の減少傾向に歯止めがかか

らず、厳しい経営環境の中での営業活動になりました。

  また、自動販売機による飲料の販売業務につきましては、各ベンダーとの契約を見直し、従来の飲料買取方式

から手数料収受方式に変更いたしました。これにより、営業収益は従来の方式に比べて185百万円の減少となり

ましたが、営業利益に及ぼす影響はありません。　

　以上の結果、営業収益は569百万円(前年同期比25.8％減 198百万円)となりましたものの、営業利益は28百万円

(前年同期比41.9％増 ８百万円)となりました。
　　
（業種別営業成績表）

業種別
当第３四半期連結累計期間
（24．４．１～24．12．31）

営業収益（百万円） 前年同期比（％）

駅売店業等 569 △25.8

消去 － －

営業収益計 569 △25.8

(2)財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、建設仮勘定及び繰延税金資産の減少等がありましたものの、現金

及び預金並びに投資有価証券の増加等により前連結会計年度末に比べ538百万円（前期比0.8％増）増加し、66,336

百万円となりました。

　負債は、前受金の増加等がありましたものの、未払金及び長期借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べ994

百万円（前期比2.5％減）減少し、38,397百万円となりました。

　純資産は、利益剰余金及びその他有価証券評価差額金の増加により前連結会計年度末に比べ1,532百万円（前期比

5.8％増）増加し、27,938百万円となりました。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。

(5)主要な設備

　（新設）

　　「エキタきたなら」北習志野駅の新規賃貸施設　平成24年７月完成。

　　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第　　

　３四半期連結累計期間に著しい変更はありません。　
　
(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループの主たる事業である運輸業は、鉄道事業法等により、運賃等の設定及び施設の新設・保全等に関し法

的な規制を受けており、今後、規制の変更がなされた場合には、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があ

ります。近年の少子・高齢化の進展は、生産年齢人口の減少により、今後も、鉄道事業及びバス事業の輸送需要が減少

し、中長期的には当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。また、当社グループの借入金は当第３

四半期連結会計期間末14,590百万円となっており、今後金利水準が大幅に上昇した場合には、当社グループの経営成

績に影響を与える可能性があります。

　当社グループといたしまして、これらの状況を踏まえて、お客様に安心かつ快適にご利用いただけますよう、引き続

き安全管理体制を維持・強化するとともに、安全確保並びにバリアフリー化に向けた諸施設の整備・改善を積極的

に推進し、より一層の旅客サービスの向上に取り組みつつ旅客誘致に努めてまいります。金利上昇の影響について

は、借入金の抑制並びに固定金利化を図るなどにより、金利上昇によるリスクの軽減に努めてまいります。

(7)資本の財源及び資金の流動性についての分析　

　当社グループは、運輸業に経営資源を集中的に投入し、安全の確保を目指します。この投資に係る所要資金は、営業

活動によって得られる資金を充てるほか、借入金等により調達する予定でありますが、全事業における収益力強化の

徹底等により、有利子負債の増加を抑制する所存であります。

(8)経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、当社グループを取り巻く事業環境を、雇用形態の多様化や沿線の少子・高齢化が一段と

進み旅客需要の減少が見込まれるなど、厳しい状況であると認識しております。

　また、原子力発電所事故の影響による電力の安定供給に対する懸念が依然として払拭されておらず、今後も予断を

許さない状況が続くものと思われます。
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　このような状況を踏まえ、運輸業においては、お客様に安心かつ快適にご利用いただけますよう、引き続き安全管理

体制を維持・強化するとともに、安全確保並びにバリアフリー化に向けた諸施設の整備・改善を積極的に推進いた

します。鉄道事業では、より一層の旅客サービスの向上に取り組みつつ旅客誘致に努めるほか、常に業務体制の見直

しを図るなど経営の効率化をすすめてまいります。また、バス事業では、お客様の利便性向上を図るため、地域に密着

したダイヤ改正に取り組むなど経営の効率化と旅客サービスの向上に努めてまいります。このほか、貸切・特定輸送

では、企業・団体輸送等の受注活動を積極的に行い、稼働率を向上させ、業績の向上に取り組んでまいります。

　不動産業においては、長期安定収入の増加を図るため、社有資産の有効活用を推進し、不動産賃貸業の一層の拡充に

努めるとともに、魅力ある賃貸物件を開発することにより、沿線価値の向上に取り組んでまいります。

　また、当社及び当社グループ会社社員が守るべき具体的な事項を定めた「行動規準」の周知徹底を引き続き図ると

ともにコンプライアンス体制を充実させ、法令・社会規範の遵守並びに企業の社会的責任の遂行に取り組んでまい

ります。

　以上のように、当社グループは一体となって積極的な営業活動を行い、業績の向上に努めるとともに、経営基盤の強

化安定を図ってまいります。　

　（なお、将来に関する事項については当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。）
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 55,116,142 55,116,142
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 55,116,142 55,116,142 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月1日～ 

平成24年12月31日 　
－ 55,116,142 － 5,935,940 － 4,773,405

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 177,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 54,606,000 54,606 －

単元未満株式 普通株式 333,142 － －

発行済株式総数 55,116,142 － －

総株主の議決権 － 54,606 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式26株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

新京成電鉄株式会社

千葉県鎌ケ谷市くぬ

ぎ山四丁目１番12号
177,000－ 177,000 0.32

計 － 177,000－ 177,000 0.32

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　

EDINET提出書類

新京成電鉄株式会社(E04098)

四半期報告書

 8/18



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,895,750 3,390,057

売掛金 1,005,699 905,418

商品及び製品 34,068 29,235

分譲土地建物 2,958,079 2,958,079

原材料及び貯蔵品 248,546 246,799

繰延税金資産 278,367 151,921

その他 150,056 139,923

流動資産合計 7,570,568 7,821,433

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 20,644,937 20,864,833

機械装置及び運搬具（純額） 5,367,121 5,609,824

土地 9,338,211 9,339,241

建設仮勘定 16,779,006 16,547,038

その他（純額） 1,047,948 767,493

有形固定資産合計 53,177,225 53,128,430

無形固定資産

その他 289,296 261,601

無形固定資産合計 289,296 261,601

投資その他の資産

投資有価証券 4,365,008 4,694,062

繰延税金資産 121,962 82,643

その他 273,660 347,856

投資その他の資産合計 4,760,631 5,124,561

固定資産合計 58,227,153 58,514,593

資産合計 65,797,721 66,336,027

負債の部

流動負債

買掛金 829,114 617,579

短期借入金 3,762,900 3,800,580

未払金 1,930,003 685,390

未払法人税等 510,556 396,815

前受金 13,178,136 14,483,661

賞与引当金 430,598 160,015

その他 2,300,901 2,328,717

流動負債合計 22,942,211 22,472,758

固定負債

長期借入金 11,452,730 10,789,470

退職給付引当金 2,235,219 2,372,368

その他 2,761,430 2,762,886

固定負債合計 16,449,379 15,924,724

負債合計 39,391,590 38,397,483
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,935,940 5,935,940

資本剰余金 4,774,511 4,774,511

利益剰余金 14,391,226 15,694,872

自己株式 △63,782 △65,120

株主資本合計 25,037,895 26,340,204

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,368,235 1,598,339

その他の包括利益累計額合計 1,368,235 1,598,339

純資産合計 26,406,130 27,938,543

負債純資産合計 65,797,721 66,336,027
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

営業収益 14,650,066 14,704,340

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 11,382,948 11,249,577

販売費及び一般管理費 825,824 815,894

営業費合計 12,208,773 12,065,471

営業利益 2,441,292 2,638,868

営業外収益

受取利息 331 331

受取配当金 41,371 42,397

車両売却益 7,383 36,665

持分法による投資利益 2,783 7,609

その他 48,161 42,648

営業外収益合計 100,031 129,653

営業外費用

支払利息 242,151 215,857

その他 7,387 2,944

営業外費用合計 249,539 218,802

経常利益 2,291,784 2,549,719

特別利益

工事負担金等受入額 48,134 155,936

特別利益合計 48,134 155,936

特別損失

固定資産圧縮損 48,134 155,749

投資有価証券評価損 23,270 －

退職給付制度終了損 138,217 －

特別損失合計 209,621 155,749

税金等調整前四半期純利益 2,130,296 2,549,906

法人税、住民税及び事業税 763,906 876,703

法人税等調整額 193,003 94,853

法人税等合計 956,909 971,556

少数株主損益調整前四半期純利益 1,173,387 1,578,350

四半期純利益 1,173,387 1,578,350
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,173,387 1,578,350

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 251,249 227,397

持分法適用会社に対する持分相当額 1,554 2,706

その他の包括利益合計 252,803 230,104

四半期包括利益 1,426,190 1,808,454

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,426,190 1,808,454

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

はそれぞれ11,639千円増加しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。　

　

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 2,490,931千円 2,408,906千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当に関する事項

　（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 137,365 2.5平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金

平成23年11月７日

取締役会
普通株式 137,364 2.5平成23年９月30日平成23年12月５日利益剰余金

　（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの
　
　該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当に関する事項

　（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日

定時株主総会
普通株式 137,357 2.5平成24年３月31日平成24年６月28日利益剰余金

平成24年10月30日

取締役会
普通株式 137,347 2.5平成24年９月30日平成24年12月４日利益剰余金

　（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの
　
　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

運輸業 不動産業 計

営業収益        

外部顧客への

営業収益
11,634,6462,331,85213,966,498683,56814,650,066－ 14,650,066

セグメント間
の内部営業収
益又は振替高

791 44,97945,77084,102129,873△129,873 －

計 11,635,4372,376,83114,012,269767,67014,779,939△129,87314,650,066

セグメント利益 1,204,8531,196,6132,401,46720,2372,421,70519,5872,441,292

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、駅売店業等であり

ます。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

運輸業 不動産業 計

営業収益        

外部顧客への

営業収益
11,859,8772,358,35414,218,232486,10714,704,340－ 14,704,340

セグメント間
の内部営業収
益又は振替高

15,62130,44946,07183,554129,625△129,625 －

計 11,875,4992,388,80414,264,303569,66114,833,965△129,62514,704,340

セグメント利益 1,408,8521,181,8512,590,70428,7252,619,42919,4392,638,868

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、駅売店業等であり

ます。なお、当該区分に含まれております自動販売機による飲料の販売業務につきましては、各ベ

ンダーとの契約を見直し、従来の飲料買取方式から手数料収受方式に変更いたしました。これに

より、営業収益は従来の方式に比べて185,198千円の減少となりましたが、セグメント利益に及ぼ

す影響はありません。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21円36銭 28円73銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,173,387 1,578,350

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,173,387 1,578,350

普通株式の期中平均株式数（千株） 54,945 54,940

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　平成24年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額　　　　　　　　137,347千円

　（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　２円50銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　平成24年12月４日

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
　

平成25年２月４日

新京成電鉄株式会社

取締役会　御中
　

東陽監査法人

　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 海老　正義　　印

　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 赤井　則夫　　印

　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　章公　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新京成電鉄株式会

社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新京成電鉄株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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